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　本プロジェクトでは北上商工会議所がクラウド
ファンディング実行者となり、ページを作成・支援
金募集を呼びかけ、集まった支援金を参加店舗に
送金します。
　支援方法は店舗を指定して10％のプレミアムを
付与したお食事カードをお渡しする「店舗指定
コース」と店舗を指定せず、集まった支援金を均
等に分配する「地域応援コース」の2種類を用意し
ています。支援募集期限は7月31日23：00です。
　ご協力よろしくお願いします。

HPから支援開始
https://readyfor.jp/projects/36625

応援店舗でお食事
※受け取った当日から

令和2年12月31日まで使用可能

・参加店舗一覧から、応援したい店舗
を選んで番号と店舗名を入力！

・支援額に10％のプレミアムを付与
したお食事カード付

参加店舗へ均等に分配します
※法人に限り寄付金の損金算入が認め
られます

応援店舗でお食事カード受取
※8月より受取可能 お礼メッセージを受取り支援完了

支払方法　　銀行振込　または　クレジットカード

応援方法・支援額を選ぶ　※期間中、複数の支援が可能です

店舗指定コース 地域応援コース
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新型コロナウイルス感染症　国の支援施策

第2次補正予算（令和2年6月12日）で助成額上限引き上げや解雇等を行わず、雇用を
維持している中小企業に対する助成率の引き上げ等、拡充されました。

※すでに受給した方・申請済みの方にも適用されます。

通常（特例以外）
　第2次補正予算措置（令和2年6月１２日）

生産性指標要件
1か月5%以上減少

4月1日～9月30日

雇用保険被保険者でない労働者の休業も助成
（緊急雇用安定助成金（4/1創設））

助成率
中小企業　4/5　　 大企業　2/3
※解雇等を行わず、雇用を維持している場合
　中小企業　10/10　大企業　3/4

日額上限額　15,000円

同左+上記対象期間

短時間休業の要件を緩和

被保険者期間要件を撤廃

クーリング期間を撤廃

出向期間要件　1か月以上1年以内

教育訓練が必要な被保険者に対する教育訓練
助成率
中小企業　4/5　　 大企業　2/3
加算額
中小企業　2,400円　 大企業　1,800円

生産性指標要件
3か月10%以上減少

被保険者が対象

助成率
中小企業　2/3　　 大企業　1/2

日額上限額　8,330円

1年のクーリング期間が必要

6か月以上の被保険者期間が必要

支給限度日数　1年100日　3年150日

短期間一斉休業のみ

出向期間要件　3か月以上1年以内

教育訓練が必要な被保険者に対する教育訓練
助成率
中小企業　2/3　　 大企業　1/2
加算額　1,200円

雇用調整助成金の拡充

購読のお申し込みは岩手日日HPから！

岩手日日新聞社 デジタルコンテンツ室 TEL.0191-21-8571

パソコンやスマホ、タブレットで、いつでも、どこでも地元のニュースを！

電子新聞ご利用料金は
簡単クレジットカード決済

電子新聞単独プラン

新聞購読料＋月額330円〈税込〉 月 額
2,445円〈税込〉新聞と併読でも月額 3,130円〈税込〉！

岩手日日併読プラン岩手日日ご購読者は

電子新聞に関するお問い合わせは
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新型コロナウイルス感染症　国の支援施策

小規模事業者持続化補助金
１．事業再開枠（感染拡大防止への取組）の創設

 ● 「事業再開枠」  補助上限：50万円、補助率：定額（10/10）※5月14日以降に実施した取組まで遡って補助。
原則として「事業再開枠」の補助額は「コロナ特別対応型」「一般型」の補助額を超えることはできません。

【感染防止対策」の取組事例イメージ】
　○消毒設備（除菌剤の噴霧装置等）の購入、消毒作業の外注、 消毒液等の購入
　○マスク・手袋等の購入
　○アクリル板・透明ビニールシートの購入、施工
　○換気設備（換気扇、空気清浄機等）の購入、施工　など

※既に一般型１次締切・コロナ特別対応型１次・２次締切に申請いただいた事業者については、別途採択後に補
助金事務局より「事業再開枠」の申請手続きについてご案内いたします。

２．特例業種（※）の補助上限額の引き上げ
 ● 「特例事業者」  補助上限：50万円、補助率：2/3または定額（10/10）
　クラスター対策が特に必要と考えられる特例事業者（ナイトクラブ、ライブハウス等、公募要領に掲げられて
いる業種）が対象。「コロナ特別対応型」「一般型」および「事業再開枠」の補助上限額を引き上げることができ
ます。
※特例業種は各指定ガイドラインの詳細は　https://corona.go.jp/　を参照してください。

３．創業事業者の特例（上限100万円への引上げ）の要件緩和
　2020年1月以降の設立法人、創業個人事業主(税務署への開業届提出日基準)は補助上限100万円となりま
す。（当面の間、2020年創業者は創業の事実を登記簿又は開業届の写しにより確認）

小規模事業者等が感染症の影響を乗り越えるために、経営計画を作成して取り組む販路開拓の取組等を支援する
制度です。

小規模事業者等が販路開拓等に取り組む費用の一部を補助する制度です。

一 般 型

コロナ特別対応型

受付期間 第3回申込締切日　2020年8月7日（金）必着分
第4回申込締切日　2020年10月2日（金）必着分

補助上限額
上限額：100万円
事業再開枠：定額10／10、上限50万円
特例事業者：2／3、3／4又は定額10／10、上限50万円

コロナ対策
補助対象経費の1／6以上が、以下の要件に合致する投資であること
A．サプライチェーンの毀損への対応
B．非対面型ビジネスモデルへの転換
C．テレワーク環境の整備 

補助率 A類型：2／3、B・C類型：3／4

受付期間 第3回申込締切日　2020年10月2日（金）当日消印有効
第4回申込締切日　2021年2月5日（金）当日消印有効

補助上限額
上限額：50万円
事業再開枠：定額10／10、上限50万円
特例事業者：2／3、3／4又は定額10／10、上限50万円

補助率 補助対象経費の2／3以内
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新型コロナウイルス感染症を契機とした5月の緊急事態宣言の延長等によ
り、売上の急減に直面する事業者の事業継続を下支えするため、地代・家賃
（賃料）の負担を軽減することを目的として、テナント事業者に対して「家賃
支援給付金」を支給します。

家賃支援給付金 経済産業省 資料より抜粋

【R2.6.19 更新】対象となる方に、２月～８月の連続する直近３か月の売上高（合計
額）が前年同期の売上高（合計額）に対して、30％以上減少している方を追加しまし
た。※申請書の変更はありません。

申請書類を下記へ郵送してください（令和２年８月31日消印有効）。
　住所：〒024-0094　北上市本通り二丁目２番１号ツインモールプラザ東館３階
　宛名：北上市事業者向け支援窓口
新型コロナウイルス感染症の感染防止の観点から、窓口での受付はいたしません。
問合せ先：北上市 商業観光課 商業係　℡0197-72-6006
ご不明な点は、お電話にてお願いします。受付時間は午前10時～12時、午後１時～4時です（土日・祝日除く）。

店舗・事務所等の家賃補助  申請要件を緩和

経済産業省「家賃支援給付金」と北上市家賃補助の併給について詳細が分かり次第、北上市よりお知らせします

市内で事業を営む中小企業の方であって、次の要件をすべて満たす方。
①小売業、飲食・宿泊業、サービス業を営む方
②売上高が前年同月に対して、50％以上減少している方または直近3か月の売上高が
前年同期に対して、30％以上減少している方。
　※新規創業者の方
　　・令和2年3月31日までに創業した方。
　　・売上高が創業後売上高が多かった月に対して50％以上減少している方。
　※県の休業要請に応じた方
　　・申請した月の売上高が前年同月に対して、50％以上減少する見込みの方。

地域企業経営継続支援事業費補助金

対象となる方
※市内に本社があ
ることは要件で
はありません。

①申請書（北上市地域企業経営継続支援事業費補助金申請書兼請求書）
②家賃が確認できる書類（賃貸借契約書、利用契約書のコピー等）
③上記売上高が分かる書類のコピー
④振込先口座が確認できる通帳のコピー

【給付対象者】
テナント事業者のうち、中堅企業、中小企業、小規模事業者、個人事業者等で
あって、5月～12月において以下のいずれかに該当する者に、給付金を支給。
①いずれか1カ月の売上高が前年同月比で50％以上減少
②連続する3ヶ月の売上高が前年同期比で30％以上減少
【給付額・給付率】
申請時の直近の支払賃料（月額）に基づいて算出される給付額（月額）を
基に、6カ月分の給付額に相当する額を支給。

申請書類
※申請時に郵送す
るもの

補助金の名称

令和2年4月以降の連続する3か月分の家賃の1/2（一月あたり10万円が上限）支援の内容

新型コロナウイルス感染症　国の支援施策

新型コロナウイルス感染症　北上市の支援施策
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岩手県からのお知らせ

「協力事業者」になると…
●協力業者の活動メディア、SNS等で紹介。その魅力を県内外にPRします。
●下記アイテムをお渡しします。
　①キャンペーンロゴ／店頭、店内等に提示ください。
　②店頭掲示用キャンペーンロゴ入りののぼり／店頭等に提示、誘客活動にご利用下さい。
　③知事メッセージデータ／店内展示、チラシ等に掲載下さい。
●協力事業者の皆様の「買って、食べて地域を元気に応援キャンペーン」の取組に際しPR等の支援を行います。

「買うなら岩手のもの運動」とは．．
新型コロナウイルス感染症の感染拡大でイベント等の中
止や、観光交流の急激な減少等による経済活動や県民生
活等への影響を踏まえ、県民の皆様が県内の生産者や事
業者が生産する商品を知って、消費していただくことで、
地元生産者や事業者を応援し、地域全体を元気にしてい
ただくためのキャンペーンを展開しています。

キャンペーンロゴマーク
一般公募で選ばれたロゴマークは、岩手の「い」の字を買
い物袋に見立てデザインしています。文字の青・緑・朱赤
は、海産物・農産物・工芸工業製品をイメージ。同運動の
シンボルマークとして、ウェブ、チラシ、ポスター、のぼり
等に活用されています。

生産、加工、販売、流通、飲食、各種サービス・・・。「岩手のもの」に係わる事
業者ならジャンル、形態は問いません。
○岩手県ホームページ「https://www.pref.iwate.jp/」にアクセスし、トップページからペー
ジ番号検索に「1030050」入力していただいてもキャンペーンの概要がご覧いただけます。

「買うなら岩手のもの運動」「買うなら岩手のもの運動」
～買って、食べて地域を元気に応援キャンペーン～

県産品を買って、食べて、
生産者、事業者を応援。地域を
元気にしよう！

申し込み・問い合わせ先
岩手県　商工労働観光部　産業経済交流課

【電話】019-629-5536　　【ファックス】019-623-2510　　【メール】ＡＥ0003＠pref.iwate.jp

ピンチをチャンスに！さまざまなスタイルで協力事業者の皆様の活動を応援します。ピンチをチャンスに！さまざまなスタイルで協力事業者の皆様の活動を応援します。

①キャンペーンロゴ ②協力店のぼり
キャンペーン告知・テイクアウト告知

③知事メッセージ

【協力事業者】
募集中！
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【第2回】
事業用家屋・償却資産の固定資産税減免および欠損金の繰戻し還付制度
本特集では、「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」におけ
る「税制措置」（注）の重要なポイントを3回にわたり、ご紹介しま
す。第2回目は「事業用家屋・償却資産の固定資産税減免」およ

び「欠損金の繰戻し還付制度」について取り上げます。
（注）「新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための国税関係法律の臨時特

例に関する法律」など

次のいずれかの事業者が対象です。
 ● 資本金（又は出資金）が１億円以下の法人
 ● 資本金（又は出資金）を有しない場合は、常時使用する従業員の数が1,000人以下
の法人

 ● 常時使用する従業員の数が1,000人以下の個人

項　目

対象となる
中小事業者など

本年2月から10月までの任意の3カ月間の売上高が、前年の同期間と比べて、次のような
場合です。

売上減少割合
と減免率

21年1月31日までに認定経営革新等支援機関などの確認を受けて各市町村に申告する
必要があります。

（※）税務、財務などの専門的知識を有し、一定の実務経験を持つ支援機関など（税理士、公認会計
士、弁護士など）

（出典：総務省「地方税法の改正（筆者加筆訂正）」）

手続き要件

要 件 の 内 容

⑴既存の事業用家屋・償却資産に対する固定資産税・
都市計画税の減免措置
　売上が大幅減少の中小事業者などに対し、2021年
度課税の1年分に限り、事業用家屋と償却資産に係る
固定資産税及び都市計画税の課税標準を2分の1又
はゼロとする特例です。

⑵新規の設備投資に対する固定資産税の減免対象の拡大
　現行の中小企業に対する固定資産税の軽減措置
（生産性向上特別措置法に基づく特例措置）におい
て、償却資産に加え一定の事業用家屋と構築物も適
用対象となり、生産性向上特別措置法の改正を前提
に22年度まで2年間延長されました。

納税事業用家屋・償却資産の固定資産税が減免できます

【お問い合わせ先】制度のお問い合わせは総務省自治税務局固定資産税課に、具体的な手続きは各市町村の担当部署にご相談くだ
さい。

30％以上50％未満減少
50％以上減少

売上減少割合 課税標準
2分の1
ゼロ

減免率
50％
100％

〈軽減措置の流れ（イメージ）〉

事業者
①申請 ②確認

③申告（1月末日まで）

④軽減
市町村

認定経営革新等
支援機関等（※） 会計帳簿などで売上高減少要件を

満たしているかを確認〔　　　　　　　　　〕

活用できる税制措置：日本商工会議所連載記事（全3回）
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⑴青色欠損金の繰戻し還付の特例

欠損金の繰戻し還付制度が活用しやすくなります

青色申告書を提出する法人について、確定申告書を提出する事業年度に生じた欠損金
額がある場合には、その事業年度開始の日前1年以内に開始した事業年度に欠損金を
繰り戻して法人税の還付を受けることができる制度です。

項　目

制度の概要

資本金1億円以下の法人（中小法人）から資本金10億円以下の法人に範囲が拡大され
ました。
（注）大規模法人（資本金の額が10億円を超える法人など）の100％子会社及び 100％グループ内の

複数の大規模法人に発行済株式の全部を保有されている法人などは除かれます。

原則として、還付請求を行う場合は欠損金額の生じた事業年度の確定申告書の申告期
限までに還付請求書を提出します。

なお、新型コロナウイルス感染症の影響で期限までに申告や還付請求の手続きが難し
い場合は、その期限を個別に延長することが可能です。

（注）新型コロナ税特法により本制度の対象となる法人が、本年7月1日前に確定申告書を提出してい
る場合の請求期限は、本年7月31日となります。

対象企業

本年2月1日から22年1月31日までの間に終了する事業年度において生じた欠損金額に
ついて適用されます。

対象となる
欠損金額

還付請求の手続き

要 件 の 内 容

【お問い合わせ先】最寄りの税務署にご相談ください。

⑵災害損失欠損金の繰戻し還付制度

災害により災害損失欠損金が生じた法人は、災害のあった日から同日以後1年を経過す
る日までの間に終了する各事業年度（又は災害のあった日から同日以後6月を経過する日
までの間に終了する中間期間）に生じた災害損失欠損金額を、その開始の日前1年（青色
申告書を提出する法人は前2年）以内に開始した事業年度に繰り戻して法人税の還付を
受けられる制度です。

項　目

制度の概要

次のようなものが該当します。
 ● 飲食業者などの食材の廃棄損
 ● 感染者が確認されたことにより廃棄処分した器具備品などの除却損
 ● 施設や備品などを消毒するために支出した費用
 ● 感染発生の防止のため、配備するマスク、消毒液、空気清浄機などの購入費用
 ● イベントなどの中止により廃棄せざるを得なくなった商品などの廃棄損

新型コロナウイルス
感染症の影響による
費用又は損失

（災害損失）の例示

要 件 の 内 容

（出典：財務省「欠損金の繰戻しによる還付の特例」）

【災害損失欠損金の繰戻しによる法人税額の還付のイメージ図】
繰戻し（青色申告であれば、2年前まで可能）【対象欠損事業年度】

①発災日以後1年以内終了事業年度
②発災日以後半年以内終了中間期間

所得

還付額 ＝ 還付所得事業年度の法人税額 × 災害損失欠損金額
還付所得事業年度の所得金額

うち
災害
損失
欠損
金額

繰越し

欠損金額還付

対応する
税額

中間
所得

還付

対応する
税額

活用できる税制措置：日本商工会議所連載記事（全3回）
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きたかみ応援飲食券　取扱店募集

■総務課 
　舘　花　歩　里

退職退職

大変お世話になりました

「岩手県事業引継ぎ支援センター」
定期移動相談会

日　時／８月４日㈫ １１：００～１５：００

場　所／北上商工会館　　　　

相談料／無 料（お問合わせ、申込は当所まで）

働き方改革個別相談

日　時／７月１４日㈫、２８日㈫
　　　　１０：００～１６：００
　　　　（正午から１３時までの休憩時間を除く）
場　所／北上商工会館
相談料／原則３回まで無料（事前申込必要）　　　

７月・８月の定例相談

※相談は事前の予約が必要です。あらかじ
め電話でのご予約をお願いいたします。

日本政策金融公庫盛岡支店（国民生活事業）岩手県信用保証協会

７月

８月

時 間

１日㈬・８日㈬・１５日㈬

５日㈬・１２日㈬・１９日㈬

１０：００～１６：００ 経営支援課 ☎６５-４２１１

※当面の間、開催を見合わせます。ご相談
については、当所までご連絡下さい。

～きたかみ応援飲食券とは～
　新型コロナウイルス感染症の影響を受け、市内飲食店は売上高が減少していることから、賑わい回復と事
業継続を応援するため、市内飲食店で利用できる応援券を北上市が発行し、北上市内全世帯約39,000世帯
に一世帯5,000円分の飲食券を配布するものです。

【取扱対象事業者】
　飲食店営業許可または喫茶店営業許可を取得し、次のいず
れかに該当する方です。
　①市内で営業している中小企業（中小企業基本法定義）
　②市内で営業している市内に本社を有する大企業。
　ただし、ホテルまたはコンベンション施設は市外に本社を
有する大企業も含めます。
　※スーパーマーケット・コンビニエンスストアは除きます。

【お申込み方法】窓口・ＦＡＸ・郵送・メールにて登録申請書を下記申込先までご提出ください。
～申込先～

（一社）北上観光コンベンション協会
〒024-0061　岩手県北上市大通り１－３－１ おでんせプラザぐろーぶ  1Ｆ
ＴＥＬ　０１９７－６５－０３００　　ＦＡＸ　０１９７－８８－３００２

Ｅ-mail ： ouenken_0197@kitakami-kanko.jp
※詳細や申請書の様式は北上商工会議所ＨＰよりダウンロードできます。

【飲食券の取扱】
　取扱店は飲食券を持参した消費者に
対し、12月31日㈭までを期限とし、額面
金額に相当する役務の提供または物品
の販売（店内での飲食、飲食物の持ち
帰り・宅配・飲食物と組み合わせて販売
されるサービスの提供）を行っていただ
きます。

※取扱店一覧(チラシ掲載)のため、令和2年6月26日㈮を締め切りとしていましたが、随時登録を受け付けて
います。締切日以降に登録した取扱店はホームページ等に掲載予定です。
　なお、飲食券の換金には取扱店登録が必要です。登録していない場合は換金できません。


